
次のⅠ～Ⅱのすべての要件に該当する方
Ⅰ.対象者の要件
　新たに事業を始める方または事業開始後税務申告を２期終えていない方

Ⅱ.自己資金の要件
　新たに事業を始める方、または事業開始後税務申告を1期終えていない方は、
　創業時において創業資金総額の10分の1以上の自己資金（事業に使用される
　予定の資金をいいます。）を確認できる方
　ただし、以下の要件のいずれかに該当する場合は、自己資金の要件を満たす
　ものとします。

　１．現在お勤めの企業と同じ業種の事業を始める方で、次のいずれかに該当
　　　する方
   　 (1)現在の企業に継続して6年以上お勤めの方
   　 (2)現在の企業と同じ業種に通算して6年以上お勤めの方
　２．大学等で修得した技能等と密接に関連した職種に継続して2年以上お勤
　　　めの方で、その職種と密接に関連した業種の事業を始める方
　３．産業競争力強化法に規定される認定特定創業支援等事業（注1）を受け
　　　て事業を始める方
　４．民間金融機関（注2）と公庫による協調融資を受けて事業を始める方
　５．技術・ノウハウ等に新規性が見られる方（注3）
　６．新商品・新役務の事業化に向けた研究・開発、試作販売を実施するため、
　　　商品の生産や役務の提供に6ヵ月以上を要し、かつ3事業年度以内に収支
　　　の黒字化が見込める方
　７．「中小企業の会計に関する基本要領」または「中小企業の会計に関する
　　　指針」の適用予定の方

　（注1）市町村が作成し、国が認定した創業支援事業計画に記載された特定創
　業支援等事業をいいます。詳しくは中小企業庁ホームページをご覧ください。
　（注2）都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信用金庫または信用組合をいい
　ます。
　（注3）一定の要件を満たす必要があります。詳しくは、公庫支店の窓口まで
　お問い合わせください。

新型コロナウイルス感染症特別貸付
新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に業況悪化を来しているみなさまを対象とした

「新型コロナウイルス感染症特別貸付」を取り扱っております。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う社会
的要因等により必要とする設備資金および運
転資金

　融資限度額　8,000万円（別枠）
　利率（年）　基準利率1.26～1.75%

ただし、6,000万円を限度として融資後3年目ま
では基準利率-0.9％(注)、4年目以降は基準利率

※「実質無利子化」について
　一部の対象者については、基準利率-0.9％の
　部分に対して別途決定される実施機関から
　利子補給され、当初3年間が実質無利子と
　なります。

●資金のお使いみち●

設備資金 20年以内（うち据置期間5年以内）
運転資金 15年以内（うち据置期間5年以内）

無担保

※ご返済期間などによって異なる利率が適用
　されます。
※審査の結果、お客さまのご希望に沿えない
　ことがございます。

●ご返済期間●

●担保●

新型コロナウイルス感染症特別貸付の概要

①借入申込書

②新型コロナウイルス感染症の影響による
　売上減少の申告書

③最近２期分の確定申告書（一式）のコピー
　（青色申告の方は青色申告決算書、いわ
　ゆる白色申告の方は収支内訳書を含みま
　す。）

④法人の履歴事項全部証明書または登記簿
　謄本（原本・法人の方のみ）

⑤ご商売の概要（お客さまの自己申告書・
　公庫書式）

⑥運転免許証（両面）またはパスポート
　（顔写真のページ及び現住所等の記載の
　あるページ）のコピー

⑦許認可証のコピー（飲食店などの許可・
　届出等が必要な事業を営んでいる方）

　※税務申告が１期しか完了していない方
　は１期分をご準備ください。事業をはじ
　めて間もない方で税務申告未了の場合は
　ご提出の必要はありません。
　※設備資金をお申込の場合は、見積書を
　ご提出ください。

●申込時に必要な書類●
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【融資対象】新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一時的な業況悪化を来たし、次の①また
は②のいずれかに該当する方

①最近1ヵ月間等（注）の売上高又は過去6ヵ月（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高が前3年のい
ずれかの年の同期と比較して5％以上減少した方

②業歴3ヵ月以上1年1ヵ月未満の場合、または店舗増加や合併など、売上増加に直結する設備投
資や雇用等の拡大を行っている企業（ベンチャー・スタートアップ企業を含む。）など、前3年
同期と単純に比較できない場合等は、最近1ヵ月間等（注）の売上高又は過去6ヵ月（最近1ヵ月
を含む。）の平均売上高（業歴6ヵ月未満の場合は、開業から最近1ヵ月までの平均売上高）が、
次のいずれかと比較して5％以上減少している方
　ａ 過去3ヵ月（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高
　ｂ 令和元年12月の売上高
　ｃ 令和元年10月～12月の平均売上高

※個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、小規模に限る）は、影響に対する定性的な説明でも柔軟に対応。

（注）最近1ヵ月間の売上高のほか、最近14日間以上1ヵ月間未満の任意の期間における売上高



●お利息は固定金利です。資金使途や返済期間等によって異なる利率が適用される場合があります。

・上記の他にも、セーフティネット貸付、新企業育成貸付、企業活力強化貸付、環境・エネルギー対策
貸付、企業再生貸付などがあります。

種　類 ご利用いただける方 融資限度額 返 済 期 間 担保・保証人 固定金利（目安）

一般貸付

担保を不要

とする融資

事業を営む方で、

ほとんどの業種の

方に、ご利用いた

だけます。

お客様のご

希望に応じ

てご相談
20年以内

【うち据置期間2年以内】

4800万円

特定設備資金

7200万円

基準利率

2.06％～2.55％

次のいずれの要件
にも該当する方

１．税務申告を2
期以上行っている
こと

２．所得税等を完
納していること

運転資金5年以内

（特に必要な場合7年以内）

【うち据置期間1年以内】

設備資金10年以内

【うち据置期間2年以内】

法人の方
原則として無担
保、代表者の方
のみの保証

個人の方
原則として不要

4800万円
 基準利率

2.06％～2.55％

令和3年7月1日現在の基準金利2.06％～2.55％

例えば…確定申告書の控え、所得税や消費税
　　　　の領収書など

●税務関係書類等の写しでマイナンバーの記載がある場合、マイナンバーを判読不能となるよう黒塗りしたものをご提出して下さい

（科目明細含む）

（土地・建物各1通）、土地公図（17条地図）、建物図面の写し

例えば…確定申告書や決算書の控え、法人税、
　　　　消費税の領収書など

設備資金10年以内
【うち据置期間2年以内】

運転資金5年以内
 特に必要な場合7年以内

【うち据置期間1年以内】



資 金 の

お使いみち

ご 融 資 額

ご返済期間

利 率 ( 年 )

担保・保証人

ご 利 用

いただける方

区 分 経営環境変化対応資金

社会的、経済的環境の変化等外的要因によ
り、一時的に売上の減少等業況悪化をきた
しているが、中長期的にはその業況が回復
し発展することが見込まれる方で、次のい
ずれかに該当する方。

１最近の決算期における売上高が前期また
は前々期に比し5％以上減少している方

２最近3ヵ月の売上高が前年同期または
前々年同期に比し5％以上減少しており、
かつ、今後も売上減少が見込まれる方

３最近の決算期における純利益額または売
上高経常利益率が前期または前々期に比
し悪化している方

４最近の取引条件が回収条件の長期化また
は支払条件の短縮化等により0.1ヵ月以
上悪化している方

５社会的な要因による一時的な業況悪化に
より資金繰りに著しい支障を来している
方または来すおそれのある方

６最近の決算期において、赤字幅が縮小し
たものの税引前損益または経常損益で損
失を生じている方

７前期の決算期において、税引前損益また
は経常損益で損失を生じており、最近の
決算期において、利益が増加したものの
利益準備金及び任意積立金等の合計額を
上回る繰越欠損金を有している方

８前期の決算期において、税引前損益また
は経常損益で損失を生じており、最近の
決算期において、利益が増加したものの
債務償還年数が15年以上である方

社会的要因等により企業維持上緊急
に必要な設備資金及び経営基盤の強
化を図るために必要な運転資金

４，８００万円以内

運転資金：8年以内
[据置期間3年以内]
設備資金：15年以内
[据置期間3年以内] 

金融環境変化対応資金

金融機関との取引状況の変化により、
一時的に資金繰りに困難をきたし、
中長期的には資金繰りが改善し経営
が安定することが見込まれる方であ
って、次のいずれかに該当する方。

１取引金融機関が行政庁から業務
停止命令（一部業務停止命令を
含む。）を受けた方

２取引金融機関が実質的に経営破
綻の状態等にある方

３預金保険法等の規定に基づき、
取引金融機関からの借入等が株
式会社整理回収機構に譲渡され
た方などで、経常利益を計上し
ているなど、業況が順調である
と認められる方

４経営状況が悪化していないにも
かかわらず、金融機関からの借
入金利が長期プライムレートの
変動に比べ相対的に上昇するな
どの状況にある方

５国際的な金融不安や経済環境の
変化を背景に、取引金融機関か
ら次の（1）から（5）までのいず
れかの要請または取扱いを受け
ている方

　（1）借入残高の減少

　（2）約定した返済条件を超える
弁済

　（3）当座預金の解約

　（4）担保・保証人の追加

　（5）借入金利の引上げ

別枠４，０００万円以内

運転資金：8年以内
[据置期間3年以内]
設備資金：15年以内
[据置期間3年以内]

基準利率2.06％～2.55％

取引企業倒産対応資金

取引企業など関連企業の
倒産により経営に困難を
来している方で、次のい
ずれかに該当する方

１倒産した企業に対して
50万円以上の売掛金債
権などを有する方

２倒産した企業に対する
取引依存度が20％以上
である方

３倒産した企業に対して
貸付金や差入保証金な
どの債権を有する方

４倒産した企業の債務を
保証している方

５倒産した企業の設置す
る商業施設に入居して
いる方であって、倒産
の影響を受けている方
または影響を受けるお
それのある方

６倒産した企業から受注
した商品や役務などが、
倒産の影響により取り
消された方

別枠３，０００万円以内

8年以内
[据置期間3年以内]

（注）運転資金の利率について、一定の要件に該当する場合、特利が適用されます。
※ご返済期間によって異なる利率が適用されます。
※審査の結果、お客さまのご希望に添えないことがあります。

お客さまのご希望を伺いながらご相談させていただきます

セーフティネット貸付

設備資金及び金融機関との取引状況
の変化に伴い必要となる運転資金
（「ご利用いただける方３」に該当
する方が株式会社整理回収機構に対
して繰上返済を行うために必要な資
金を含む）

売掛金債権の回収困難、売
上減少などのため緊急に必
要となる運転資金および関
連企業の倒産の影響により、
企業の運営上、一時的に必
要となる運転資金

日本政策金融公庫



資 金 の

お使いみち

ご 融 資 額

ご返済期間

利 率 ( 年 )

担保・保証人

ご 利 用

いただける方

区 分 経営環境変化対応資金

社会的、経済的環境の変化等外的要因によ
り、一時的に売上の減少等業況悪化をきた
しているが、中長期的にはその業況が回復
し発展することが見込まれる方で、次のい
ずれかに該当する方。

１最近の決算期における売上高が前期また
は前々期に比し5％以上減少している方

２最近3ヵ月の売上高が前年同期または
前々年同期に比し5％以上減少しており、
かつ、今後も売上減少が見込まれる方

３最近の決算期における純利益額または売
上高経常利益率が前期または前々期に比
し悪化している方

４最近の取引条件が回収条件の長期化また
は支払条件の短縮化等により0.1ヵ月以
上悪化している方

５社会的な要因による一時的な業況悪化に
より資金繰りに著しい支障を来している
方または来すおそれのある方

６最近の決算期において、赤字幅が縮小し
たものの税引前損益または経常損益で損
失を生じている方

７前期の決算期において、税引前損益また
は経常損益で損失を生じており、最近の
決算期において、利益が増加したものの
利益準備金及び任意積立金等の合計額を
上回る繰越欠損金を有している方

８前期の決算期において、税引前損益また
は経常損益で損失を生じており、最近の
決算期において、利益が増加したものの
債務償還年数が15年以上である方

社会的要因等により企業維持上緊急
に必要な設備資金及び経営基盤の強
化を図るために必要な運転資金

４，８００万円以内

運転資金：8年以内
[据置期間3年以内]
設備資金：15年以内
[据置期間3年以内] 

金融環境変化対応資金

金融機関との取引状況の変化により、
一時的に資金繰りに困難をきたし、
中長期的には資金繰りが改善し経営
が安定することが見込まれる方であ
って、次のいずれかに該当する方。

１取引金融機関が行政庁から業務
停止命令（一部業務停止命令を
含む。）を受けた方

２取引金融機関が実質的に経営破
綻の状態等にある方

３預金保険法等の規定に基づき、
取引金融機関からの借入等が株
式会社整理回収機構に譲渡され
た方などで、経常利益を計上し
ているなど、業況が順調である
と認められる方

４経営状況が悪化していないにも
かかわらず、金融機関からの借
入金利が長期プライムレートの
変動に比べ相対的に上昇するな
どの状況にある方

５国際的な金融不安や経済環境の
変化を背景に、取引金融機関か
ら次の（1）から（5）までのいず
れかの要請または取扱いを受け
ている方

　（1）借入残高の減少

　（2）約定した返済条件を超える
弁済

　（3）当座預金の解約

　（4）担保・保証人の追加

　（5）借入金利の引上げ

別枠４，０００万円以内

運転資金：8年以内
[据置期間3年以内]
設備資金：15年以内
[据置期間3年以内]

基準利率2.06％～2.55％

取引企業倒産対応資金

取引企業など関連企業の
倒産により経営に困難を
来している方で、次のい
ずれかに該当する方

１倒産した企業に対して
50万円以上の売掛金債
権などを有する方

２倒産した企業に対する
取引依存度が20％以上
である方

３倒産した企業に対して
貸付金や差入保証金な
どの債権を有する方

４倒産した企業の債務を
保証している方

５倒産した企業の設置す
る商業施設に入居して
いる方であって、倒産
の影響を受けている方
または影響を受けるお
それのある方

６倒産した企業から受注
した商品や役務などが、
倒産の影響により取り
消された方

別枠３，０００万円以内

8年以内
[据置期間3年以内]

（注）運転資金の利率について、一定の要件に該当する場合、特利が適用されます。
※ご返済期間によって異なる利率が適用されます。
※審査の結果、お客さまのご希望に添えないことがあります。

お客さまのご希望を伺いながらご相談させていただきます

セーフティネット貸付

設備資金及び金融機関との取引状況
の変化に伴い必要となる運転資金
（「ご利用いただける方３」に該当
する方が株式会社整理回収機構に対
して繰上返済を行うために必要な資
金を含む）

売掛金債権の回収困難、売
上減少などのため緊急に必
要となる運転資金および関
連企業の倒産の影響により、
企業の運営上、一時的に必
要となる運転資金
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●お利息は固定金利です。資金使途や返済期間等によって異なる利率が適用される場合があります。

・上記の他にも、セーフティネット貸付、新企業育成貸付、企業活力強化貸付、環境・エネルギー対策
貸付、企業再生貸付などがあります。

種　類 ご利用いただける方 融資限度額 返 済 期 間 担保・保証人 固定金利（目安）

一般貸付

担保を不要

とする融資

事業を営む方で、

ほとんどの業種の

方に、ご利用いた

だけます。

お客様のご

希望に応じ

てご相談
20年以内

【うち据置期間2年以内】

4800万円

特定設備資金

7200万円

基準利率

2.06％～2.55％

次のいずれの要件
にも該当する方

１．税務申告を2
期以上行っている
こと

２．所得税等を完
納していること

運転資金5年以内

（特に必要な場合7年以内）

【うち据置期間1年以内】

設備資金10年以内

【うち据置期間2年以内】

法人の方
原則として無担
保、代表者の方
のみの保証

個人の方
原則として不要

4800万円
 基準利率

2.06％～2.55％

令和3年7月1日現在の基準金利2.06％～2.55％

例えば…確定申告書の控え、所得税や消費税
　　　　の領収書など

●税務関係書類等の写しでマイナンバーの記載がある場合、マイナンバーを判読不能となるよう黒塗りしたものをご提出して下さい

（科目明細含む）

（土地・建物各1通）、土地公図（17条地図）、建物図面の写し

例えば…確定申告書や決算書の控え、法人税、
　　　　消費税の領収書など

設備資金10年以内
【うち据置期間2年以内】

運転資金5年以内
 特に必要な場合7年以内

【うち据置期間1年以内】



次のⅠ～Ⅱのすべての要件に該当する方
Ⅰ.対象者の要件
　新たに事業を始める方または事業開始後税務申告を２期終えていない方

Ⅱ.自己資金の要件
　新たに事業を始める方、または事業開始後税務申告を1期終えていない方は、
　創業時において創業資金総額の10分の1以上の自己資金（事業に使用される
　予定の資金をいいます。）を確認できる方
　ただし、以下の要件のいずれかに該当する場合は、自己資金の要件を満たす
　ものとします。

　１．現在お勤めの企業と同じ業種の事業を始める方で、次のいずれかに該当
　　　する方
   　 (1)現在の企業に継続して6年以上お勤めの方
   　 (2)現在の企業と同じ業種に通算して6年以上お勤めの方
　２．大学等で修得した技能等と密接に関連した職種に継続して2年以上お勤
　　　めの方で、その職種と密接に関連した業種の事業を始める方
　３．産業競争力強化法に規定される認定特定創業支援等事業（注1）を受け
　　　て事業を始める方
　４．民間金融機関（注2）と公庫による協調融資を受けて事業を始める方
　５．技術・ノウハウ等に新規性が見られる方（注3）
　６．新商品・新役務の事業化に向けた研究・開発、試作販売を実施するため、
　　　商品の生産や役務の提供に6ヵ月以上を要し、かつ3事業年度以内に収支
　　　の黒字化が見込める方
　７．「中小企業の会計に関する基本要領」または「中小企業の会計に関する
　　　指針」の適用予定の方

　（注1）市町村が作成し、国が認定した創業支援事業計画に記載された特定創
　業支援等事業をいいます。詳しくは中小企業庁ホームページをご覧ください。
　（注2）都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信用金庫または信用組合をいい
　ます。
　（注3）一定の要件を満たす必要があります。詳しくは、公庫支店の窓口まで
　お問い合わせください。

新型コロナウイルス感染症特別貸付
新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に業況悪化を来しているみなさまを対象とした

「新型コロナウイルス感染症特別貸付」を取り扱っております。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う社会
的要因等により必要とする設備資金および運
転資金

　融資限度額　8,000万円（別枠）
　利率（年）　基準利率1.26～1.75%

ただし、6,000万円を限度として融資後3年目ま
では基準利率-0.9％(注)、4年目以降は基準利率

※「実質無利子化」について
　一部の対象者については、基準利率-0.9％の
　部分に対して別途決定される実施機関から
　利子補給され、当初3年間が実質無利子と
　なります。

●資金のお使いみち●

設備資金 20年以内（うち据置期間5年以内）
運転資金 15年以内（うち据置期間5年以内）

無担保

※ご返済期間などによって異なる利率が適用
　されます。
※審査の結果、お客さまのご希望に沿えない
　ことがございます。

●ご返済期間●

●担保●

新型コロナウイルス感染症特別貸付の概要

①借入申込書

②新型コロナウイルス感染症の影響による
　売上減少の申告書

③最近２期分の確定申告書（一式）のコピー
　（青色申告の方は青色申告決算書、いわ
　ゆる白色申告の方は収支内訳書を含みま
　す。）

④法人の履歴事項全部証明書または登記簿
　謄本（原本・法人の方のみ）

⑤ご商売の概要（お客さまの自己申告書・
　公庫書式）

⑥運転免許証（両面）またはパスポート
　（顔写真のページ及び現住所等の記載の
　あるページ）のコピー

⑦許認可証のコピー（飲食店などの許可・
　届出等が必要な事業を営んでいる方）

　※税務申告が１期しか完了していない方
　は１期分をご準備ください。事業をはじ
　めて間もない方で税務申告未了の場合は
　ご提出の必要はありません。
　※設備資金をお申込の場合は、見積書を
　ご提出ください。

●申込時に必要な書類●

日本政策金融公庫 日本政策金融公庫

【融資対象】新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一時的な業況悪化を来たし、次の①また
は②のいずれかに該当する方

①最近1ヵ月間等（注）の売上高又は過去6ヵ月（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高が前3年のい
ずれかの年の同期と比較して5％以上減少した方

②業歴3ヵ月以上1年1ヵ月未満の場合、または店舗増加や合併など、売上増加に直結する設備投
資や雇用等の拡大を行っている企業（ベンチャー・スタートアップ企業を含む。）など、前3年
同期と単純に比較できない場合等は、最近1ヵ月間等（注）の売上高又は過去6ヵ月（最近1ヵ月
を含む。）の平均売上高（業歴6ヵ月未満の場合は、開業から最近1ヵ月までの平均売上高）が、
次のいずれかと比較して5％以上減少している方
　ａ 過去3ヵ月（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高
　ｂ 令和元年12月の売上高
　ｃ 令和元年10月～12月の平均売上高

※個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、小規模に限る）は、影響に対する定性的な説明でも柔軟に対応。

（注）最近1ヵ月間の売上高のほか、最近14日間以上1ヵ月間未満の任意の期間における売上高



　各種融資制度で定める返済期間以内

原則

２．４１％～２．９０％

新型コロナウイルス対応 マル経融資
新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一時的な業況悪化を来たし、次の①または②のいずれ
かに該当する方が対象になります。

①最近1ヵ月間等（注）の売上高又は過去6ヵ月（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高が前3年のいずれかの
　　年の同期と比較して5％以上減少している小規模事業者の方
②前3年全ての同期との比較が望ましくない場合であって、最近1ヵ月間等（注）の売上高又は過去6ヵ月
　　（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高が、次のいずれかと比較して5％以上減少している方

　ａ 過去3ヵ月（最近1ヵ月を含む。）の平均売上高）
　ｂ 令和元年12月の売上高
　C 令和元年10月～12月の平均売上高

（注）最近1ヵ月間の売上高のほか、最近14日間以上1ヵ月間未満の任意の
　　　　期間における売上高

通常のご融資額2,000万円 ＋ 別枠1,000万円

設備資金10年以内（4年以内（別枠の1,000万円以内））
運転資金 7年以内（3年以内（別枠の1,000万円以内））

「新型コロナウイルス感染症」に係るセーフティネット4号（売上高が前年同月比▲２０％
以上減少）の認定を受けた事業者

利子全額

※令和3年7月1日現在

●ご融資限度額●

マル経融資（P.2）と同様

●ご利用いただける方●

●ご返済期間（うち据置期間）●

●利子補給額●

５年以内

マル経（小規模事業者経営改善資金）の事業資金（運転資金）
※設備資金は対象外です。
※本制度開始後に新規で申込した融資・貸付決定分についてのみ、全額利子補給を行います。
※セーフティネット４号認定を受ける前に借りた資金の借り換えは認められません。
　（認定を受けた後に借りた資金については、本制度への借り換えは認められます。）

●利子補給期間●

●対象資金●

●利率●

日本政策金融公庫

利子補給の対象になる方

無担保
・

無保証人
無担保
・

無保証人

申請期限：令和３年９月１日まで
※延長となることがあります。

柏市役所 経済産業部 商工振興課

TEL：04-7167-1141

●セーフティネット4号認定の申込先●



  

フリガナ フリガナ

（ゴム印でもかまいません。その際には2枚目にも押印してください。） （自署でお願いします。ゴム印は使用しないでください。）

（　　　　才） 万円
個人事業主または法人代表者の 生年月日 (明・大・昭・平 年 月 日）  （ 男 ・女 ） 人

〒 - (　　　　　　　　)-（　 　)-（　 ）
主な

郵送先  他に

フリガナ 　家族従業員 人

　役　　 　　員 人

ﾋﾞﾙ・ﾏﾝｼｮﾝ名(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号室)

〒 - (　　　　　　　　)-（　 　)-（　 ） 　(現在地 年)

フリガナ

 1.　有

ﾋﾞﾙ・ﾏﾝｼｮﾝ名(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号室) （ -　　　　　　　　　　）

〒 - (　　　　　　　　)-（　 　)-（　 ）  2.　無

(　　　　　　　　)-（　 　)-（　 ）

フリガナ

個人事業主または
法人代表者の住所 ﾋﾞﾙ・ﾏﾝｼｮﾝ名(　 号室)

フリガナ

フリガナ

フリガナ

フリガナ

フリガナ

（注）原則として他の金融機関の借入金のお借替えにはご利用いただけません。

ご注意

★ この推薦依頼書は、申込人ご自身がご持参ください（ご都合の悪い場合は、経営内容のわかるご家族または従業員の方で結構です。）。

★ この推薦および貸付の手続については、手数料はいりません。

★ ご自身で記入できない部分は、経営指導員にご相談ください。

★ 法人または青色申告者は、確定決算書をご持参ください。また、法人の場合は、会社の履歴事項全部証明書を添付していただくことが
あります（新規申込など）。

★ 所得（法人）税・事業税・都道府県民税および市町村民税の領収書または納税証明書等をご持参ください。

商工会議所・商工会記入欄

年 月 から

業　　　種

商号（屋号）　または　法人名 (主な取扱品目)

許認可番号

資 本 金

(法人の方のみ)

従 業 員 数
TEL

□
本店

業　　　歴
 営業年数　　　 　　年

所在地
TEL

□

営業所
所在地 お取引の有無

公 庫 と の 最新のお取引番号

TEL

□  1.　有　(　  　　万円)
 2.　無
 3.　申込中

生活衛生改善貸付の

お借入の有無

お 申 込 金 額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 万円
申
込
人
ま
た
は
法
人
代
表
者
の
ご
家
族

携帯

資
金
の
お
使
い
み
ち

運転資金 万円

2　　希望あり

借入希望日

商 工 会 議 所 会 頭  殿
商 工 会 会 長

小規模事業者経営改善資金の借入申込をしたいので推薦を依頼します。

小 規 模 事 業 者 経 営 改 善 資 金

借 入 推 薦 依 頼 書

返済開始希望

商工会議所・商工会名 受 付 月 日

設備資金　 万円

(該当するものに○印をつけてください。) (具体的にご記入ください。)

 1.　商品(材料)仕入資金

 2.　買掛(手形)決済資金

 3.　諸経費支払資金

 4.　その他(　　　　　　　　　　)

ご希望の返済期間

個人事業主　または　法人代表者のお名前

　　　　　　　商工会議所・商工会の経営指導を　　　　　　　　　　　　　1.　従前から受けている　　　　　　　　　　2.　受けていない

確認日時等 　　　　　　年　　　月　　　日　午前・午後　　　時　　　分
面接場所（　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　     　　　　　　　）
※備考（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　     　　　　 　）

支部・支所等名 受 付 番 号

□　申込人（法人の場合は法人代表者）本人に次のとおり借入意思を確認しました。

年齢 ご職業・学年

年

元金
据置

１　　希望なし

（元金据置期間を含みます。）

続柄 お名前

２枚目の「小規模事業者経営改善資金借入申込書」の「お客さまの情報の利用に関する同意事項」にご同意のうえ、

ご記入ください。
国の新規開業ローン（生活衛生関係事業）

飲食店営業、喫茶店営業、食肉・食鳥肉販売業、
氷雪販売業、理容業、美容業
クリーニング業
興行場営業、サウナ営業
旅館業
一般公衆浴場業

★現在お勤めの企業と同じ業種の事業を始める方で次のいずれかに該当する方は、独立開業に該当します
・現在お勤めの企業に継続して６年以上お勤めの方
・現在お勤めの企業と同じ業種に通算して６年以上お勤めの方

（注）運転資金については、「普通貸付」での取り扱いとなります。
        その場合、無担保無保証人の特例も「普通貸付」で取り扱います。
※500万円を超える申込の場合、千葉県知事の「推薦書」が必要になります。
※利率は基準金利（資金使途・返済期間・担保・保証人の有無によって異なる利率が適用されます）

7200万円

１億2000万円
２億円
４億円
３億円（2施設以上で4億8,000万円）

設備資金
13年以内（1年以内、返済期間
が7年超の場合2年以内）

業　　種

業 種

要 件

融資限度額

生活衛生貸付（一般貸付の設備資金）

返済期間（うち据置期間）

令和３年７月１日現在の基準金利2.06％～2.55％

松戸支店

日本政策金融公庫

一般貸付（設備）の場合は都道府県知事
5

5

国の新規開業ローン（生活衛生関係事業）
個人事業主（法人であれば代表者）の自署

郵送先のチェックを忘れずにお願いします

家族の方の生年月日を記載して
ください。



（主なもの） ※利率は令和3年7月1日現在

事業資金

小口事業
資　　金

創業支援
資　　金

利子補給 融資利率から１％減じ、３％以内の利子を５年以内で補給します。

信用保証

資金名 融資対象者 資金使途 融資限度額 期　間 利　率 連帯保証人
責任共有
制度

原材料、商品等仕入及び手形・買掛金決済等
に必要な資金。但し、納税赤字補填資金、借
換資金は含みません。

千葉県信用保証協会の保証を要する。
（保証料率）　事業資金：年0.45％～1.90％　　小口事業資金：年0.50％～2.20％　　創業支援資金：年0.8％

市内の店舗・工場等の新増築、改装及び機械
購入、その他各種設備の購入資金

国が定める小口零細企業保証制度の対象に
なる資金で、小規模企業者（常時使用する従
業員の数が20人（商業又はサービス業を主
たる事業とする事業者については５人）以
下の会社及び個人等）が、事業の経営上要す
る運転資金又は設備資金。

①市内で新たな事業活動を開始するための
具体的な計画を有する創業者が、当該事業
を開始するのに要する資金

②新規中小企業者（創業後５年未満の個人（事
業開始時に事業を営んでいなかったものに
限る。）又は会社（事業開始時に事業を営ん
でいなかった個人により設立されたもの又
は事業を継続しつつ、新たに設立したもの
に限る。））が、事業を行うために要する資金。

運転資金

固定金利

１年以内
年1.8％

１年超
３年以内
年2.0％

３年超
５年以内
年2.2％

５年超
10年以内
年2.4％

・個人の場合
　原則不要

・法人の場合
　原則代表者

対象外

対　象

設備資金

運転資金

運転資金

設備資金

設備資金

60ヶ月
以内

120ヶ月
以内

60ヶ月
以内

60ヶ月
以内

120ヶ月
以内

120ヶ月
以内

2000万円

5000万円

1500万円以内

1250万円以内
（既存の保証協
会の保証付き融
資残との合計）

04（7167）1141

③

④創業者（法人）は、市内で事業を１年以上継続して営んでいること。

⑤創業者（個人）は、融資の申し込みを行う日において市内に住所（住民登録）

　を有していること。

⑥許認可が必要な業種の方は、許認可資格を有していること。

113,417円 19,600円 93,817円12回目（1年後） 月121,000円

設備資金として借入金1,000万円、返済回数83回、金利1.21％の場合

“早めにお申し込み下さい”

賃貸契約書

（履歴事項全部証明書）

お客様の情報利用に関する同意確認書（利子補給）

※柏商工会議所では、借入申込者に税務関係書類等の写し
　の提出を依頼する場合、マイナンバー（個人番号）は不
　要です。したがいまして、マイナンバーの記載がある場
　合は、マイナンバーを判読不能となるよう黒塗りしたも
　のを、ご提出下さるようお願い致します。

商工業者であり日本政策金融公庫の融資対象業種であること。

融資の返済が遅れた方
市税が未納の方
住所・事業主等の変更後所定の手続きが行われていない方
法人の場合、柏市内に本店又は支店登記が行われていない方
個人の場合、柏市内に事業所登録が行われていない方
利子補給申請時点で、市外転出している方、廃業している方又は営業実態が確認
できない方
資金の目的外使用が確認された場合

①
②
③
④

⑤

⑥

千葉銀行、京葉銀行、千葉興業銀行、常陽銀行、東京ベイ信用金庫、東日

本銀行、銚子商工信用組合、水戸信用金庫、筑波銀行、三菱UFJ銀行、

りそな銀行、みずほ銀行、三井住友銀行の市内各支店

①市内に店舗・工場・事務所等がある中小企業の法人（以下、組合を含む）・

　個人及び創業者。

②法人にあっては、市内に事業活動（事務、製造、販売等）の実態のある営

　業拠点を置き、本店又は支店登記が行われていて、市内で同一事業を１

　年以上継続して営んでいること。



※利率は令和3年7月1日現在

（令和3年
　7月1日現在）

1.21

2,000

※1500万円を
超える（既往の貸
付残高と合わせ
1500万円を超え
る場合を含む）場
合は、所定の事業
計画書を添付する
ことが必要です。

商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）の場合は 5人以下の小
規模事業者。

※他地区から柏市に移転して指導要件・居住要件を満たさない場合は、経営指導員にお問い合わせ下さい。

日本政策金融公庫

その小口零細企業保証枠による融資額を含めます。

0.4％

群馬、常陽、筑波、きらぼし、阿波、東日本、東京スター

・第一勧業・ハナ・横浜幸銀
水戸

（中小企業専門金融機関）商工組合中央金庫

（信託銀行）三井住友

製造業・建設業等の下記以外の業種

受付金融機関

年1.0％

年1.0％
～1.6％

年1.0％
～2.5％

年1.3％
～1.9％

年1.0％
～1.2％（一定の自己資金が必要な場

合があります）

（1）業歴1年以上の中小企業者等であっ
て、店舗、工場等の新築、増改築、各種
機械設備の購入の資金を必要とする方

（2）業歴1年以上の中小企業者等であって原
材料、商品の購入等の資金を必要とする方

業歴1年以上の小規模企業者で、かつ信用
保証協会の全ての保証債務残高の合計が
2,000万円以内のものであって、一時的
な資金を必要とする方

上記以外の業歴1年以上の中小企業者であ
って、一時的な資金を必要とする方

1中小企業者
　1,200万円以内
1組合
　1,800万円以内

小規模企業者で、かつ信用保証協会の全
ての保証債務残高の合計が2,000万円以
内のもので事業経営上の資金を必要とす
る方

小規模企業者であって、上記を超える資
金を必要とする方

創業者又は創業後5年未満の中小企業者

○県内中小企業者（個人、会社、NPO法人、組合等）の方、及び県内で新規創業される方が融資の対象です。
　ただし、事業資金、サポート短期資金の利用は、同一事業を１年以上引継ぎ営んでいることが必要です。
　また、創業資金については創業後５年未満の方が対象です。



千葉県のセーフティネット資金

2

5

6

7

8

11

13

14

15

 　小規模事業者経営改善資金

新型コロナウイルス対応 マル経融資

新型コロナウイルス感染症特別貸付

一般貸付制度（日本政策金融公庫国民生活事業）

経営安定関連の融資制度

新創業融資制度

国の新規開業ローン（生活衛生関係事業）

柏市中小企業資金融資制度

千葉県中小企業融資制度


